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１－３　討議議事録（R/D）英・仏
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日 時 2011 年 11 月 9 日（水）9:00～9:45 

場 所 国民教育省 

面会者 Mr. Barmou Salifou, Secretary General 

調査団/同席 亀井/（事務所）Hama 所員/（プロジェクト）原専門家、影山専門家、イボ氏

調査団より今回調査の目的、予定、ミニッツ署名までの調査への協力を説明・依頼。ほ

か、先方の主な協議結果は以下のとおり。 

 

（EPT-II について） 

・ 非常に前向きに評価している。プロジェクトの活動についてはプロジェクトより説明が

あり、その後省のスタッフがワークショップや視学官会議等に参加、また、フィールド

の訪問を行っている。その結果については大臣を含めて省内で共有している。素晴らし

いチームによる貢献に感謝。 

・ 教育の質がニジェール国教育の最大の課題であるが、その課題解決のためにも今後の支

援継続を期待。 

 

（今後の支援について） 

・ COGES による活動の成果を一層促進したい。分権化した学校運営を普及していくことは、

ボトムアップ・参加型の効果的な計画づくりに必要。 

・ 省の改変もあり、初等、中等教育を包括的に改善する必要がある。今後は中等学校にも

COGES 導入の方針であり、支援を期待。 

 

（中央の実施体制について） 

・ （調査団より、より一層の COGES 政策の強化、恒常的な制度確立のために、①中央レベ

ルでの実施体制の強化、COGES 推進室の格上げ、人員強化等、②活動モニタリングに要す

る費用を政府予算から措置することが必要と考える旨伝達したところ）プロジェクト終

了までに機能する体制が必要なことは十分に理解。中央の巻き込み、人材の能力強化が

必要であることは認識。また、予算についても可能な限り考えていきたい。（調査団より

何らかの提言をミニッツに記載したい旨伝えたところ）了解。 

 

（次期セクタープログラムについて） 

・ セクタープログラムはコンセプトノートが準備されたが、今後 PTF ドナーの提言を踏ま

えて、より具体的な実施計画を作成していく。 

・ （調査団より次期プログラムにおける地方分権化の具体的政策について質したところ）

コミューンと教育省のリンクが必要。（あまり具体的な説明はなかった） 

・ （調査団より、JICA としては政府が実施するセクタープログラムに貢献する協力をする

意思があり、詳細な計画段階では JICA の活動も認知、位置づけされる必要があると考え

る旨伝達したところ）了解。すべてのドナーの支援が認知され、文書に記載される必要

があると考えている。中央レベルの能力強化については、次期セクタープログラムのな

かでも主要な課題に位置づけられている。 

 

（補助金について） 

・ （調査団より計画と評価実施を説明）前向きにとらえる。詳細については DEP（計画局）

とも十分に話をしてほしい。 

以上
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日 時 2011 年 11 月 8 日（火）10:15～10:50 

場 所 国民教育省 

面会者 研修・カリキュラム局長 

調査団/同席 亀井/（プロジェクト）イボ氏 

（EPT-II について） 

・ 着任 2 カ月だが、プロジェクトの活動についてはプロジェクトより説明があり、ワーク

ショップや視学官会議等に参加し、フィールドの訪問も行った。非常に良い活動を行っ

ており、その結果のレポートについては大臣含めて省内で共有している。 

・ また、インパクトの把握、プロジェクト後をどうしていくのか、オーナーシップの課題

があると認識。 

・ COGES や連合の活動といったメカニズムは非常に有効であり、行政の役割を一程度担って

おり、裨益者の関与、social mobilization を促進している。今後フォローアップする体

制を確立していく必要があると認識。 

・ 教育の質の面でも夜間補習などが貢献していると考える。 

 

（今後の支援について） 

・ 現在 COGES は小学校のみだが、中学校についても設置していきたい。（イボ氏より中学校

もコミューンレベルにあり、EPTII の経験を生かせる旨説明） 

・ 学校レベルの教育の改善には校長がカギであり、校長の評価項目のなかに、COGES 推進を

盛り込むことが必要だと考える。 

・ また、親の参加や貢献についてはバラツキがあるが、教育省としてもコミュニティによ

る貢献を適正に認知、評価すべきであり、何らかの記録がされるべきと考える。 

・ COGES の活動が一方で、どのように学習に効果があるのか、十分に検討されるべきである。

教育は複合的な課題であり、施設整備、教員の存在等いろいろな問題が絡む。 

以上
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日 時 2011 年 11 月 9 日（水）15:00～16:00 

場 所 ユニセフニジェール事務所 

面会者 Ms. Dominique Tallet Barasseur, Administratrice Education 

調査団/同席 亀井/(事務所)Hama 所員/(プロジェクト)原専門家 

（ニジェールの教育開発の状況) 

・ ニジェールは、PDDE(教育開発 10 カ年計画)を 2003 年から実施し、教育のアクセスに関

しては大きな改善を見た。計画開始当初から、小学校の就学児童は、3倍になった。しか

し、教育の平等性と質に関してはいまだ問題がある。また就学前教育の就学機会が非常

に少ない。 

・ 平等性に関しては、男女間、貧困層、富裕層間の格差が深刻である。 

・ 質の問題に関しては、学習時間の不足、教員の質の低さ、仮設教室の多さ、教授言語が、

外国語である仏語であることも問題である 

・ セクター分析レポートにも記載されているが、高い中退率、低い内部効率、卒業後の就

職先がないなど、外部効率が悪い。教員給与が教育予算に占める割合は、非常に高い。

教育システムは、全体として、非常に非効率なものになっている。 

・ ニジェールの教育開発を阻んでいる要因としては、人的、財政的資源の不足があげられ

る。政府のスタッフの頻繁な異動も大きな問題である。教員の実質的な教授時間が著し

く低いことも問題である。 

 

（UNICEF のニジェール教育計画への支援） 

・ セクタープログラム策定を支援している。 

・ PTF ドナーとして、一部資金をコモンバスケットに供与したが、財政支援そのものが機能

しなかった。 

・ UNICEF の支援は、特に、教育の平等性と質に中心をおいている。平等性に関しては、教

育の男女間格差の解消に向けて、女子の就学に特に問題ある地域に対して、戦略を策定

し、その戦略に沿った活動を実施している。教育の質に関しては、教員養成を支援して

いる。 

・ 支援対象地域は特に就学率が低いなど、低開発地域のニジェール 4州である。 

 

（COGES 支援） 

・ COGES に関する JICA 支援は、非常に評価できるが、さらなる COGES 強化が必要である。

強化のポイントとしては、第一にメンバーの識字、校長の能力強化、子どもの COGES 運

営への関与である。 

・ これらの強化の具体的な活動として、現在、UNICEF は、両親センター（Centre prantal）

の設置の活動を挙げている。 

・ これらのセンターでは、COGES、保護者会などのメンバーなどの 25 名に対し、年間 600

時間、識字、COGES、Child friendly school、両親教育などの研修を行っている。 

以上
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日 時 2011 年 11 月 9 日（水）16:30～17:30 

場 所 CTB（ベルギー開発庁） 

面会者 Ms. Emilie Garet, Conseiller Education Appui Budgetaire 

調査団/同席 亀井/（事務所）Hama 所員/（プロジェクト）影山専門家 

（これまでの支援について） 

・ AFD, DFID, UNICEF, KfW とともにコモンバスケット方式で財政支援に取り組んできたが、

この財政支援は「failure」であったと言わざるを得ない。 

・ CTB は 2005-2008 年に 800 万ユーロ、その後 2011 年までに 600 万ユーロを支援する準備

があったが、最終的にディスバースされたのは 300 万ユーロにすぎず、ディスバースし

た資金についても活用されず残余金がある。経緯としては 2005 年のイニシャルディスバ

ースの後、監査レポートが提出されない、その後も Technical and financial report が

作成されない、ニジェール側の政治的移行期によりニジェールの予算そのものが執行さ

れないといった状況があった。 

・ 問題はニジェールの低い実施能力にあり、ドナー側もこれを十分に認識していなかった

ことにある。財政支援はコモンバスケット方式（銀行口座は国庫とは別に設定）でニジ

ェールのカントリーシステムを活用する前提で、ニジェールの調達、会計、監査システ

ムを前提としていたが、結果的にこれが全く機能しなかった。特に州以下のレベルでは

予算があることすら認知されておらず、またニジェールのシステム活用前提であったに

もかかわらず、ドナー資金は複雑であるとの誤解もあった。 

・ 世銀については当初コモンバスケットに FTI 資金を入れていたが、運用がうまくいかな

いことに加え、世銀調達ガイドライン適用の方針変更もあったことから、2009 年にコモ

ンバスケットから資金を引き揚げたうえで、別途執行を行った。 

・ ベルギー、DFID については結果的に資金が活用されなかった。AFD はコモンバスケット

以外にも支援を行ったことから事情が異なる。UNICEF も基本的には別で支援を継続して

おり、コモンバスケットによる影響は少なかった。 

・ 保健セクターはコモンバスケット方式の支援が機能したが、保健セクターはプロジェク

ト実施ユニットが設置され、インターナショナル TA が多く配置されたことに成功要因が

あったと考える。この経験も踏まえ、次のセクタープログラムでどのようにしていくか、

来週検討するためのワークショップをベルギーの支援で開催予定。 

 

（今後の支援） 

・ 次期セクタープログラムについては政府が準備。今後 2012 年の開始までにドナー支援枠

組みの検討が行われる。最終的には保健セクターの経験を踏まえ、また世銀による FTI

資金の運用を念頭にこれまでとは異なる方式が採用されるのではないか。ニジェール政

府は近く FTI 資金の申請を行うが、申請までに資金を運用ができるメカニズムを検討、

提示する必要がある。世銀は FTI 以外では基本的に職業訓練・高等教育に重点を移して

いくと理解している。 

・ これまでの経験及び重点セクターの絞り込みから、ベルギーは今月でもって教育セクタ

ー支援から撤退。DfID も撤退予定であり、教育開発が特に重要であるニジェールにとっ

ては残念な結果である。 

・ このほかのドナーとしてはルクセンブルグなどが支援を実施している。 

 

（地方分権と COGES について） 

・ JICA の支援は非常に興味深い。自身フィールドを訪問した経験から COGES が教育開発に

果たす役割は大きいと考える。セクター分析でも学校レベルでのリソースの著しい不足

は指摘されている。教育予算が州以下に全く届いていないことも問題。 

・ 一方、中央レベル、地方レベルともに能力強化が必須。 
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・ ニジェールの教育現場での大きな問題は教師の不在。これまで PTF ドナーミッションの

提案でも再三指摘されていることであるが、特に契約教員の質と不在は大きな問題であ

り、非効率的な教育システムの原因である。 

以上
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日 時 2011 年 11 月 10 日（木）8:30～9:00 

場 所 国民教育省 

面会者 Director, Direction General de la Scolarisation (DGS) 

調査団/同席 亀井/（プロジェクト）原専門家、イボ氏 

（EPTII について） 

・ ニジェール教育セクターに対するこれまでの日本の支援に感謝する。ボランティア派遣、

教室建設、中等教育の SMASSE、EPTII などいずれの支援も重要である。 

・ 着任後 EPTII のワークショップへの参加、フィールド訪問などの機会があったが、プロ

ジェクトの取り組みはコミュニティ参加、分権化された学校運営の側面で非常に有効で

あると認識している。 

・ 教育の質改善の面でも夜間の補習など、学力向上につながる取り組みも評価できる。 

・ 課題としては、プロジェクト終了後も継続して COGES が活動していくための体制。農村

部の親は識字率も低く、COGES の意味を新たに理解するには時間もかかり、困難。プロジ

ェクト後も継続したモニタリングやガイダンス、能力強化が必要。 

・ 特に中央レベルの COGES 推進室の能力に問題があると認識している。ザンデールのワー

クショップでも COGES 推進室のスタッフは十分に貢献していなかった。COGES 推進室を中

心とした体制の今後のあり方については、省内でも検討が進むだろう。 

 

（今後の協力について） 

・ 日本が戦後著しい経済成長を遂げた土台として、教育があり、日本の経験を学びたい。

・ ニジェールの教育課題は大きくは①インフラの整備、②教員の質の問題と認識。インフ

ラの問題は、いまだ仮設教室が多いことから学期はじめまでに必要な施設が準備できな

い、遅れるといった状況を生み出し、結果生徒の学習時間が確保できない事態にもなっ

ている。②は数のみならず、pedagogical の側面の能力不足などが大きな問題である。 

・ 同時に地方部へのロジスティックスも問題。多くの学校は州や県の中心から遠く離れて

おり、十分な支援が行き届いていない。この観点では COGES、COGES を通じたモニタリン

グ、学校へのサービスデリバリーには大きな可能性がある。 

・ プロジェクト終了後に COGES 推進室なりが必要な役割を果たしていくためには、同室の

明確な TOR、役割が示された業務のガイドラインが必要。また必要な人員の措置も必要と

考える。 

以上
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日 時 2011 年 11 月 10 日（木）10:40～11:30 

場 所 プロジェクト事務所 

面会者 （前）ニアメ州教育事務所長 

調査団/同席 亀井 

（EPTII について） 

・ ニアメ州教育事務所長としてプロジェクトにかかわってきたが、プロジェクトはニアメ

の学校、ニジェールの学校を一変させるほどの影響をもたらした。学校の運営にポジテ

ィブな変化をもたらし、また教育に関係する多様なアクター、視学官、指導主事、COGES

担当官、COGES 監督官、COGES メンバー、親の能力強化が行われた。プロジェクトの成果

に非常に満足している。 

・ 視学官会議、COGES 担当者会議、COGES 連合総会などを通じて有効な情報共有がなされる

ようになった。州レベルで共通した問題を把握、解決方法を議論できるようになったこ

とは、COGES 以外の部分でも非常に有効な機会ととらえている。プロジェクト以前には電

話や紙によるレポートしか手段がなかった。関係者が同じところにいるニアメはともか

く、ほかの州では特に大きな意味を持つ。 

・ 今後に向けての課題としては、活動の継続性を維持するための能力強化の継続、経験の

積み重ね（consolidation）である。農村部の親の多くが非識字で教育を受けていない現

状では、教育の重要性や学校に対するオーナーシップの維持は活動の継続性でもって確

保する必要がある。 

 

（中央との関係） 

・ COGES の設立は法律で定められており、中央の役割、州の役割も定められている。COGES

推進室には州レベルの活動状況をレポート送付している。（COGES 推進室からのフィード

バックはあるのか質問をしたところ）3カ月から 6カ月に一度ある州教育事務所長の会議

を通じて、フィードバックがある。また経験共有セミナーでも COGES 推進室からの出席

がある。これら会議の場では、州のレベルでの問題共有がなされるので有効。 

 

（地方分権化について） 

・ 政府としての政治的なコミットメントはあるが、実態としては進んでいない。 

 

（州教育事務所の体制と予算） 

・ ニアメ州の小学校は 724、中学校の数は把握していない。DREN のスタッフは 32 名、視学

官が 10 名、GOGES 担当官が 6名、COGES 監督官が１名。教育省の改革により、今後は DREN

の下に DEEN が設置され、中学校、就学前教育などを所管することになる。 

・ 予算は四半期ごとに配賦され、年によって大きく異なるもののおおむね年間 70 万から

100 万 CFA 程度。予算計画は州で作成することはなく、すべて中央で決定。予算は

operational cost であり、施設の整備などに使われる。 

・ 教員給与については、正規教員の給与は中央から直接支払われ、契約教員の給与は DREN

を通じて支払われる。 

・ 文房具や学校の家具などは中央から送付あり、DREN が学校に配布する。 

・ 学校レベルに行く資金は一切ない。 

・ （補助金事業を導入し、DREN や DDEN がモニタリングする可能性について質したところ）

役割が明確になっていれば可能。調整と監督をしていくための能力強化が必要。 

・ 学校を訪問してのモニタリングは、年間のスケジュールに沿って行われる。COGES 担当官

は毎月その活動について DEN に報告する必要があり、状況は把握している。交通手段は

バイク、メンテ費用についてプロジェクトから支援を受けている。バイクは古くなった

ので買い替えが必要である。 
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（今後の支援） 

・ 中等学校へのスケールアップを行うべきである。中等レベルも法的枠組みは存在するが、

実際の実施では初等学校と大きなギャップがある。 

・ COGES 活動支援には継続性が必要であり、日本の引き続きの支援を期待。 

・ （次期セクタープログラムについて聞いたところ）2011-2013 年の計画作成の際には州も

関与した。 

以上
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日 時 2011 年 11 月 10 日（木）16:30～17:30 

場 所 国民教育省 

面会者 計画局 Adama AMADOU（計画局評価モニタリング課長） 

調査団/同席 亀井/（プロジェクト）原専門家、イボ氏 

当初予定していた計画局長が急遽出張で不在となり、担当者との面会となった。プロジ

ェクト及び調査団より、今回の調査団の趣旨、目的、スケジュール等を説明のうえ、ミニ

ッツ署名に向けた具体的な段取りと計画局に期待する役割を打合せた。ほか、協議におけ

る主な先方発言は以下のとおり。 

 

（EPTII の評価） 

・ 評価については、中央レベル、州、コミュニティとすべてのレベルを対象とした確認が

必要。 

・ （プロジェクトより）終了時評価は実施しているものの、その後の延長・再延長の活動

について総括する趣旨を説明。 

 

（次期協力に向けて） 

・ （調査団より、これまでの長年にわたる協力の結果を踏まえ、今後はプロジェクトが担

ってきた役割を特に中央レベルの行政が担う必要があることから、中央レベルの組織強

化、予算措置等について具体的な提言をミニッツに記載したい旨説明したところ）了解。

協議する準備がある。 

・ （JICA としては政府の施策支援の観点から、次期セクタープログラムに貢献する形で協

力を実施することを重要視しており、次期セクタープログラムで COGES 政策が明示的に

記載されていることを期待する旨伝達したところ）今後の教育政策で COGES が重要であ

ることは明確。（文書には明示されていない旨指摘したところ）プログラム文書をドラフ

トしている DEP 内の担当者に記載を指示する。 

・ COGES は学校に対するコミュニティのオーナーシップを醸成するのに必須であり、また啓

蒙を続ける必要がある。全国に COGES が設立された後も継続した支援を期待。 

以上
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日 時 2011 年 11 月 11 日（金）8:55～10:00 

場 所 COGES 推進室 

面会者 DAMANA Isaka, National Coordinator 

調査団/同席 亀井、長谷川/（事務所）Hama 所員  

冒頭、調査団より、今回の調査団の趣旨・目的を説明し、その後、プロジェクトとのか

かわりやニジェールにおける COGES の位置づけ・役割について、インタビューを実施した。

主な概要は以下のとおり。 

 

（プロジェクトに対する評価） 

・ プロジェクトにはフェーズ１からかかわってきており、プロジェクトとともに歩んでき

たと考えているため、自分自身を評価するようで客観的にプロジェクトを評価するのは

困難であるが、プロジェクトがニジェールにおける COGES のモデルづくりに大きく貢献

したことは言うまでもない。当初は多くの開発パートナーが COGES のモデルづくりを試

みていたが、ニジェールの現状をもっとも踏まえており、適用可能なモデルであるとい

う理由から、最終的に JICA プロジェクトのモデルが採用された。フォーラムアプローチ

もアクセスや質の改善に大きく貢献した。 

・ プロジェクトはフェーズ I、II ともに、ニジェールの教育に大きな貢献をしてきており、

非常に感謝している。 

 

（モニタリング） 

・ COGES 推進室は、それぞれの州・県にいる COGES 監督官・COGES 担当官のモニタリング活

動を中央レベルで調整する立場にある。 

・ COGES 推進室には月例報告書があがってくるので、それをチェックし、中央レベルで解決

すべき問題がある場合は、関係者と協議し、調整に努めている。 

・ 年に 3 回、独自のモニタリングミッションを地方に送っている。その際に、州・県レベ

ルの COGES 監督官・担当官や地方の関係者、FCC、また学校レベルでは校長などと議論を

交わしている。 

 

（COGES 推進室の機能） 

・ メンバーは室長と推進員５名＋運転手からなる。 

・ COGES のモニタリングの実施することと、COGES に関連する活動を実施するための資金提

供機関（パートナー）を探すことが主な役割である。実現可能な提案ができれば、パー

トナーが関心を持ち、資金援助が得られると考えている。また、パートナーの側から、

現場を見に来てほしいとの依頼を受ければ、現場視察に出向いている。 

・ General Secretary が COGES 推進室の上層にあたる。Secretary General との間では月例

会議もあり、また必要に応じて、協議できる関係にある。 

 

（ドナーの動向） 

・ 世銀、UNICEF、EU、国際 NGO（Plan-Niger、Aide-action）などが COGES 関連分野で動き

がある。（主要ドナーは、世銀、JICA、UNICEF） 

・ モデルが確立する前は、ドナー間での会合を開催していたが、モデル確立後は定期的な

会合は開催しておらず、それぞれが現場で動いている。 

・ 世銀はモデルの全国普及に大きく貢献した。その後、昨年度は学校文房具購入のための

補助金供与パイロット事業を実施した。中央で文具を購入して、視学官事務所経由で文

具を配布するシステムに代わって、同パイロット事業では学校ごとに必要な文房具を決

定し、管理した。新学期の開始前にすべての文房具がそろったという利点に加え、年度

末まで文房具の不足がでなかった。このことは、学校レベルでの管理の能力も備わって
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いることを示している。同パイロット事業の評価は現在コンサルタントが実施している

が、コンサルタントが体調を崩したこともあり、最終報告書の提出が遅れている。最終

報告書の早期の完成を期待している。世銀が補助金事業を継続的に実施するかは最終報

告書の結果次第だと思われる。 

 

（補助金事業） 

・ COGES への補助金供与は非常に良い成果をもたらすであろう。資金がないことで、実施で

きない活動計画もある。貧困のため資金動員できない家庭もあることをかんがみると、

資金が提供されることは、より良い活動計画の実施を可能にする。 

 

（次期セクタープログラムでの COGES の位置づけ） 

・ 次期セクタープログラムのロジカルフレームワークが現在作成中であるが、現段階のも

のには大きな不満を抱いている。というのも、COGES が果たす役割が、「アクセス」の項

にしか出ていない。これは COGES の役割を非常に狭めている。「質」と「学校運営」の項

にも COGES の役割が明確に記載されるべきで、改訂に向けて、現在強い主張をしている。

 

最後に調査団より、後日作成するミニッツの内容についての確認を依頼し、インタビュー

を了した。 

以上
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日 時 2011 年 11 月 11 日（金）10:00～11:00 

場 所 COGES 推進員室 

面会者 Janti Ibrahim, Hamani Aissa, Rabiousami, Yahaya Harouna, Halidou 

Maimmouna (全員が COGES 推進員) 

調査団/同席 亀井、長谷川/（事務所）Hama 所員/ 

冒頭、COGES 推進室長より、推進員に対し、今回の調査団の趣旨・目的につき説明があり、

その後、調査団より、推進員に対し、いくつかの質問を提示した。主な回答は以下のとお

り。 

 

＜業務内容＞ 

・ 主な業務は、州・県レベルの COGES 監督官や担当官の活動の監督（supervise）や会議へ

の参加である。 

・ 推進員間での役割分担は特に決めておらず、その時々で分担して業務を行っている。 

・ 現場との定期的なコミュニケーションはレポートを通じてであるが、必要に応じて、手

紙や電話でコミュニケーションをとっている。 

 

＜プロジェクトに対するコメント＞ 

・ 推進室がプロジェクトにもっと関与する必要がある。定例会議やワークショップなどに

は毎回参加したい。 

・ プロジェクトによる研修も受けたい。推進室は州・県レベルの COGES 監督官や担当官を

監督する立場にあるにもかかわらず、彼らの方がプロジェクトの活動に熟知している状

況はもどかしい。 

・ プロジェクトの計画段階から COGES 推進室がかかわり、プロジェクト内での役割が明確

にされていれば、プロジェクトともっと連携しながら進められたのではないか。 

・ 現時点では、プロジェクトや州・県レベルの方がより多くの情報・データをもっている。

プロジェクト終了後のことを考えると、プロジェクトの機能の一部を推進室が担う必要

があるのではないか。 

・ プロジェクトは人々の意識の変化をもたらし、質や公平性の改善、、コミュニティの参加

などニジェールの教育環境に大きな変化をもたらしてきたが、そのことをより明確に分

析する必要がある。 

・ フィールドに行くための車両や業務をより円滑に行うためのラップトップの供与を検討

願いたい。オフィススペースも不十分。 

 

＜プロジェクトの運営能力＞ 

・ 世銀の補助金パイロット事業では、計画の段階から推進室がかかわり、80 校の選定も自

分たちが行った。また、研修も自分たち（推進員のうち、2名）が最初に受講し、そこか

らカスケード方式で実施した。 

・ プロジェクトにより積極的にかかわった場合、業務量が増えるが、計画段階から役割や

業務の時期が明確にされれば、運営可能である。また、人員の補強も検討されるだろう。

 

＜教育省内の他の局との連携＞ 

・ COGES と関連する局〔DFIC（教員研修を実施）、DCIP（カリキュラム作成）など〕とは頻

繁に連携している。例えば、母親会への研修を実施する際には推進員も招待を受け、研

修を監督する。 

これまでパートナーが直接、推進員にインタビューすることはなかったとのことで、最後

に、推進員より今回の調査団の訪問に対して、感謝の意が述べられた。    以上 
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日 時 2011 年 11 月 11 日（金）11:00～11:40 

場 所 国民教育省 

面会者 就学前教育局長 

調査団/同席 亀井、長谷川/（事務所）Hama 所員  

（日本の支援について） 

・ ボランティアの派遣による支援を受けてきた。就学前教育の視学官を対象とした研修モ

ジュール開発のためのボランティア支援を期待している。 

・ これまで本邦研修に参加したスタッフも多く、研修の経験を生かしたい。 

 

（EPTII と UNICEF） 

・ コミュニティ幼稚園については、COGES メンバーへの研修を JICA が支援したことにより

ニアメ、タウア、ザンデールなどで設立が進んだ。今後も拡大はしていきたい。 

・ 農村部の親が非識字であるなか、COGES メンバーへの研修は 1度だけでは不足であり、継

続していくメカニズムが必要。 

・ 教育の無償化により、特に都市部では学校は政府がやるものとの誤った認識が広まった。

コミュニティへの啓蒙は重要であり、コミュニティによる貢献も必要。 

・ COGES によるコミュニティ幼稚園と普通の幼稚園では、オーナーシップに差がある。政府

への依存度が異なる。 

・ 数年ごとに実施する幼稚園の評価（質問票の配布による）を準備中。以前には JICA のプ

ロジェクトからの支援もあった。 

 

（就学前教育の今後の方向性について） 

・ 次期セクタープログラム策定の一環として、今後の ECD 拡大のためのアクションプラン

を作成中。 

・ 幼稚園の設置は学校ごとに学校とコミュニティの要望があれば設立できるようになって

いる。政府、コミュニティとの間でのコストシェアにより設置。 

・ 現在就学前教育は全対象人口の 4～5%程度にとどまっており、特に農村部では広がってい

ない。 

以上
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日 時 2011 年 11 月 14 日（月）9:00～10:00 

場 所 国民教育省 

面会者 国民教育省 大臣、次官、計画局担当 

調査団/同席 丹原、亀井/（事務所）阿部企画調査員、Hama 所員/（プロジェクト）原専門

家、影山専門家、イボ氏 

調査団より、今回調査の目的、これまでの調査で確認した EPTII の評価結果及びこれに

基づく提言に概要を説明するとともに、州以下のレベルで一定の成果をあげている現在に

おいて、今後は中央レベルにおける持続的な制度確立が重要であることから、プロジェク

ト開始までにニジェール側の対応を求めたい旨伝達。 

① 持続可能な COGES 政策に向けた中央レベルでの組織強化（推進室の局への格上げ、局内

での組織化と人員措置） 

② 経常予算からのモニタリングコストの支出 

③ 次期教育セクタープログラムにおける COGES 政策の明示化 

 

先方の主な発言等は以下のとおり。 

・ EPTII、SMASEE、学校建設等の日本による支援に感謝。 

・ EPTII については、フェーズ１においてかかわった経験があるが、親の参加促進、学校運

営においてポジティブなインパクトがあったと考えている。 

・ これまでの協力を踏まえて更なる改善点があるにしても、フェーズ３に向けた日本の継

続した支援を期待する。次期フェーズにおいては他の地域にも支援を拡大していくこと

を期待する。（すでに全国展開をしていることについて、プロジェクトより補足。） 

・ COGES は、コミュニティ幼稚園の運営、教育の重要性にかかる啓蒙、学習のモニタリング

などでその役割を果たすことができる。次期セクタープログラムにおいても EPT の貢献

を踏まえたうえで、政府の取り組みを記載したい。 

・ COGES 推進室の局への昇格については、大臣就任後にそのような提案を政府側に行った

が、最終的に承認されていない経緯がある。組織内で役割分担、人員措置がされるべき

との考えは了解。（調査団からの省庁改編の機会をとらえて再度実現を模索してほしい旨

伝えたところ）組織強化の重要性は理解するので、再検討を試みたい。 

・ 省庁改編にともない、国民教育省は初等教育のみならず中等教育も所管することになっ

たので、中等学校の COGES を対象としていくことは適切。すでに一定の組織はあるが、

これまでの EPT の初等教育の経験と統合していくことができよう。 

・ FCC とコミューンレベルの関係強化については、必要である。 

 

（中学校建設事業について） 

・ セキュリティの事情により中断していたが、代替サイトを日本側に提出した。今後の予

定いかん？（調査団より 3～4月ごろをめどに協力準備調査を開始予定であること、候補

サイトいついては詳細な調査を経て確定することを伝達。また、サイトの検討にあたっ

ては、SMASEE や EPT とのシナジー及びニジェールセクタープログラムとの整合性を重視

する旨伝達。） 

 

（SMASEE について） 

・ 対象となる中学校は国民教育省所管でありながら、研修については高等教育省が所管と

なっており、適切な運営となっていない。（調査団から研修の持続性確保が第一に重要と

考えるが、今後も継続して議論していきたい旨伝達。） 

以上
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日 時 2011 年 11 月 15 日（火）9:00～10:20 

場 所 Hamdallaye Centre 小学校 

面会者 ハムダッライ COGES 連合（FCC）事務局メンバー 10 名 

調査団/同席 丹原、長谷川/（事務所）阿部企画調査員、Hama 所員/（プロジェクト）影山

専門家 

（事務局メンバーについて） 

・メンバーは全員が選挙を通じて、民主的に選出された。代表選挙には 2名が立候補した。

・事務局メンバーは 12 名。4年間の任期で、現在が 4年目。メンバー間での問題はなく、4

年間、同じメンバーで活動してきている。 

・ボランティアで活動を行っていることに困難を感じることもある。 

 

〈活動について〉 

・COGES 連合としての活動については、年が経つにつれ、スムーズに行えるようになってき

ている。 

・コミューンの面積が広いため、３つのゾーンに分け、それぞれのゾーンにリーダーを置

いている。学校活動計画等の回収や情報の伝達はゾーンごとのリーダーを通じて行って

いる。 

・COGES 連合は COGES が抱える問題を分析し、その対応策を検討している。それぞれの COGES

で解決できないことを解決するのが FCC の役割。例えば、教室建設は各学校で解決でき

るが、教員の派遣は解決できない。こうした場合、FCC を通じて、FCC から視学官事務所

に教員の要請をする。 

・新しい学校が建設された際には、COGES 担当官とともに学校に出向き、COGES の設立にむ

けてのアドバイスを行う。 

・各 COGES で発生した問題の解決にも努めている。児童の中退、教員とコミュニティの関

係、土地の問題、入学率の問題などが、これまでに解決した問題である。 

・今後の活動としては、更なる研修や啓蒙活動が必要である。 

・自己資金に限界があることが課題。パートナーから資金援助が得られれば、より充実し

た活動が実施できる。 

 

（コミューンとの連携） 

・FCC からの要請にこたえるかたちで、コミューンから資金提供を得ている。（昨年度は 12

万 5,000FCFA） 

・啓発のためのキャラバンを実施するにあたり、ガソリン代等が必要となる。そうした資

金の不足に対する支援を NGO などのパートナーに要請する際、コミューンとの連名で文

書を発出している。 

・FCC の代表はコミューン開発計画策定に委員として参加している。 

 

（インタビューの途中、市長が同席。市長からも FCC と良い連携がとれている旨、言及が

あった。ただし、こうした良い連携はすべてのコミューンで見られるわけではないとのこ

と。） 

以上
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日 時 2011 年 11 月 15 日（火）10:30～10:45 

場 所 Hamdallaye Centre 小学校（ハムッダライコミューン） 

面会者 RISSA SEIDI（視学官）、MaouriVoye Nouhou Faycal（指導主事）、AMADOU Moussa

(学区長 Chef Secteur Pedagoqique) 

調査団/同席 丹原、長谷川/（事務所）阿部企画調査員、Hama 所員/（プロジェクト）影山

専門家 

（概要） 

・ 同コミューンには視学官１名と指導主事 2名。教員数は 330 人。 

・ 主な役割は教員や教授法の監督・指導・評価。評価は教員の昇給や昇進に反映される。

・ COGES 担当官との連携はうまくいっている。実際に学校に出向くのは指導主事なので、必

要に応じて、各 COGES の状況を、指導主事が COGES 担当官に伝える、あるいは COGES 担

当官からの伝達を指導主事が各学校に伝えるなどしている。 

 

（プロジェクトの中での役割） 

・ 月例会議やフォーラム、FCC 連合総会への参加。FCC によるキャラバンにも参加している。

 

〈フォーラムアプローチに対する評価〉 

・アクセスの改善や女子の就学率の改善に大きく貢献した。 

・フォーラムアプローチのテーマは国の教育課題のなかから、各州の課題に応じたものを

選定する。 

・今後のテーマとしては、さらなるアクセスの改善が挙げられる。 

以上
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日 時 2011 年 11 月 15 日（火）10:45～12:30 

場 所 Hamdallaye Centre 小学校 

視 察 ハムダッライ COGES 連合総会 

調査団/同席 丹原、長谷川/（事務所）Hama 所員、阿部企画調査員/（プロジェクト）影山

専門家 

（連合総会の状況） 

・ FCC 事務局メンバーの司会のもと、COGES 連合総会が開催された。参加者は各 COGES から

の代表 2名ずつ。 

・ 総会の主な議題は以下のとおり。 

－昨年度の実績の報告 

－今年度の活動計画の紹介及び承認 

－昨年度の会計報告 

 

〈所感〉 

・ 総会開始前に、プログラムや活動計画などが予め黒板に書かれており、机・椅子等の準

備も整っていた。手書きの出席者リストも用意されていた。会議の準備に慣れていると

ころからも、総会が定期的かつ継続的に行われてきていることがうかがえる。 

・ 会場には会計担当者の机があり、各 COGES からの分担金はそこで支払い、領収書が発行

される。会計の記録簿も確認したが、連合設立以後のすべての記録がファイルされてい

た。こうした記録からも FCC が機能していることが分かる。 

・ 設立からこれまでに開催された会合の議事録もすべてファイルされていた。 

・ FCC の今年度の活動計画は、事前に事務局メンバーで策定されたものであったが、特に大

きな質問や意見は提示されず、ことなく承認を得た。 

以上
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日 時 2011 年 11 月 15 日（火）14:50～16:00 

場 所 ガルディジェ（Gardije）小学校 

視 察 ガルディジェ（Gardije）小学校住民集会 

調査団/同席 丹原、長谷川/（事務所）Hama 所員/（プロジェクト）影山専門家 

（住民集会の状況） 

・開始時間前に、住民に集合を呼びかける放送が流れ、100 人強がモスク近くの広場に集ま

り、住民総会が開催された。 

・住民総会は校長の司会で進行された。総会の主な議題は次のとおり。 

－前日に行われたクレ FCC 総会の報告〔FCC が管轄する COCES の昨年度の活動実績、FCC

の今年度の活動計画、FCC から各 COGES への伝達事項（問題のある COGES の状況、COGES

への参加を促すためにはどうすれば良いか、問題については議論するように）など〕 

－今年度の COGES の活動の進捗状況の報告 

－質疑応答 

・総会の最後に調査団より、住民に対して、いくつかの質問を提示した。主な内容は次の

とおり。 

 （COGES 設置前後での変化） 

－以前は学校が何をしているところか分からなかったが、今は学校が何をしているの

か、またどういう問題を抱えているのかが知らされる。ゆえに協力しようと思う。 

－活動計画を作ることで、いつ何をすべきかが明確になった。 

 （住民の参加度） 

  －住民の参加はより活発になってきているが、自己資金には限界がある。外からの支

援が得られれば、より活動の幅が広がるであろう。 

 

〈所感〉 

・同小学校に赴任して 8 年になる校長は有能で住民からの信頼を得ている様子。同校長の

司会のもと、住民総会は坦々と進められ、特に意見や質問などはなかった。 

以上
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日 時 2011 年 11 月 15 日（火）16:00～17:00 

場 所 ガルディジェ（Gardije）小学校 

面会者 ガルディジェ（Gardije）小学校 COGES メンバー他 

（学校長をはじめ、15 名） 

調査団/同席 丹原、長谷川/（事務所）Hama 所員/（プロジェクト）影山専門家 

（学校概要） 

・ 生徒数は 119 名、3クラス。教員数 3名。教員は全員、村内に居住。 

・ 昨年度の CFPD の合格率は、37 名中 33 名。 

・ COGES メンバーの任期は 4年。生徒代表は卒業すると新しい代表に代わるが、それ以外は

同じメンバー。 

・ 昨年度の視学官による訪問は 1度のみ。指導主事は複数回。COGES 担当官とは FCC などの

会合で顔を合わし、意見交換をするが、COGES 担当官が直接学校を訪れたことはない。 

 

（COGES 設置前後での違い） 

・ COGES 設置前は、教室の建設に協力したり、個別に文具を提供したりすることはあったが、

COGES 設置以後は、学校活動計画により、何をすべきがより明確になり、また個別での支

援ではなく、学校全体に対する協力にかわった。 

 

（参加へのモチベーション） 

・ 学校はコミュニティの学校であり、子どもがコミュニティの将来を担っているという意

識 

 

（COGES の活動） 

・ COGES の活動については、これまで順調に実施されてきており、問題には直面していない。

・ 今後も住民からの継続的な貢献が得られると思う。 

・ 更なる能力強化と啓蒙が必要である。特に、それぞれのメンバーの役割について。 

・ 教員との連携を密にし、学校でどういう問題やニーズがあるのかを把握することが重要

である。 

・ 夜間クラスは、校長の自宅をはじめ、いくつかの場所で、グループで行っている。村が

小さいので、不公平感はない。試験を控えた 6 年生が中心ではあるが、児童は誰でも参

加できる。 

・ 活動の幅を広げるためには、外部資金の投入が期待される。 

・ 外部資金の管理能力を有するとは思うが、さらなる能力強化のために研修が実施される

ことが望ましい。 

・ 政府に期待することは、学校建設。藁葺教室では、雨期の対応は難しく、また蛇が出る

こともある。 

以上
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日 時 2011 年 11 月 16 日（水）8:40～9:20 

場 所 Ibore 市庁舎 

面会者 Harebery Boubacar（Ibore コミューン長）、Garba Mamadou (Secretary 

General) 

調査団/同席 丹原、亀井、長谷川/（事務所）Hama 所員/（プロジェクト）影山専門家 

〈プロジェクトの評価〉 

・プロジェクトは FCC の能力強化に大きな貢献をした。これはニジェールの状況に適した

戦略である。 

・学校数が年々増えるなか、FCC の役割は非常に大きい。 

・今後は FCC をどう利用していくかを検討していく必要がある。 

 

〈FCC との連携〉 

・FCC とは密に連携しており、教員の派遣や建物の整備など、FCC では解決できない問題に

ついては、コミューンとして解決を図っている。（技術面での支援） 

・FCC からの要請に応じて、資金提供もしている。（財政面での支援） 

 

〈各学校への支援〉 

・FCC を通じての支援とは別に、各学校に対する直接的な支援もあり、試験の際の移動手段、

教室建設・文具の提供・教員の赴任にかかる費用負担などを行っている。 

・今年度は 9教室（コンクリート製）を建設した。建設費は 8,000 万 FCFA。 

 

〈コミューンの予算〉 

・今年度の予算は、補正予算も含め、2億 5,700 万 FCFA。教育はコミューンの優先分野第 1

位で、予算のうち 20％を教育分野に充てている。 

 

〈地方分権化の進捗状況〉 

・現在の形（選挙によってコミューン長が選出される）でのコミューンが設置されたのは

2004 年以降。全く新しいシステムのため、経験の蓄積がない。まだまだ改善の過程にあ

るが、資金管理など少しずつ進展してきてはいる。 

 

〈教育分野の他の機関との連携〉 

・視学官事務所とは協力体制にある。教育分野に関する課題について、コミューン側から

視学官事務所に協力を求めることもあれば、視学官事務所からコミューンに協力をもと

めることもある。 

 

〈今後への期待〉 

・学校への「アクセス」と教育の「質」の問題が残っている。教室建設や資機材の提供を

通じた「アクセス」の改善と教員の能力強化を通じた「質」の改善が望まれる。これら

の分野での支援を期待したい。 

 

最後に、コミューン長から、コミューンが直接 JICA に支援を要請できるのかとの質問が

あったが、調査団からは、JICA 支援は対政府への支援であり、コミューンに対する直接の

支援は困難である旨、説明した。 

以上
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日 時 2011 年 11 月 16 日（水）9:50～11:00 

場 所 INRAN Kollo 

視 察 ティラベリ州 COGES 担当官月例会議 

調査団/同席 丹原、亀井、長谷川/（事務所）Hama 所員/（プロジェクト）影山専門家 

（ティラベリ州の概要） 

・6県からなる。学校数は、2845 校で、FCC 数は 45。すべての学校が FCC に加盟している。

 

（会議の状況） 

・ ティラベリ州の COGES 監督官 1名、COGES 担当官 6名及びプロジェクトローカルスタッフ

2名の参加のもと、8時より COGES 担当官月例会議が開催されていた。 

・ 会議は事前に作成されたプログラムに沿って進行。プログラムの内容は、今年度の COGES

連合総会の日程の確認、質の改善にかかる学校活動計画（PAAQ）の回収状況、COGES 担当

官の活動報告書の紹介など。 

・ PAAQ の回収については、11 月末までに 80％以上回収する必要があり、FCC の場を利用す

る、視学官と連携するなど、それを確実にするための方法も議論されていた。 

 

（所感） 

・会議は意見交換も交えながら、つつがなく進められていた。 

・会議にかかる費用については、これまでは見返り資金を活用していたが、見返り資金の

使用期限が過ぎたため、今回の開催にあたっては、プロジェクトが支援した。今後の会

議の継続性については、課題が残る。 

・プロジェクトのローカルスタッフが PC 上での統計の確認などを行っていた。今後の持続

性を考えると、こうした役割も COGES 担当官などに引き継いでいく必要があるだろう。 

 

以上
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日 時 2011 年 11 月 16 日（水）11:00～11:40 

場 所 INRAN Kollo 

面会者 ティラベリ州 COGES 監督官 

調査団/同席 丹原、亀井、長谷川/（事務所）Hama 所員/（プロジェクト）影山専門家 

（COGES 監督官の役割） 

・2003 年以降、各学校への COGES の設置に取り組んできた。当初はパイロット的にモデル

作りに取り組み、2005年以降、各学校へのCOGESの設置が進み、2007年から機能するCOGES

の全国普及が始まった。 

 

（COGES 監督官と COGES 担当官との連携） 

・月例会議に加え、各 FCC の総会に出向くこともある。 

 

（C.P.COGES との関係） 

・同じ政策のもと、COGES の強化に取り組んでいるが、C.P．COGES は中央レベルの組織で、

COGES 担当官は地方レベルでの活動。それぞれ役割が違う。 

・各 COGES 監督官は年次報告書を C.P.COGES に提出する義務があるので、提出している。

報告書に対するフィードバックは特にない。 

 

（新設校の COGES） 

・校長に対して、COGES 設立にかかる研修を行う。 

 

（プロジェクトに対する今後の期待） 

・プロジェクトの持続性を確保するためには、中央レベルと情報を共有し、経験を蓄積し

ていく必要がある。 

・非識字者が多いため、啓発のためには繰り返し伝えていく必要があり、時間がかかる。

継続的な支援をお願いしたい。 

・COGES 担当官が現場で活動できるよう、車・バイクなどの供与をお願いしたい。 

 

（FCC/COGES への資金供与） 

・各 COGES/FCC ごとに必要な資金規模が異なるため、例えば COGES であれば、生徒数に加

え、学校ごとのニーズ調査を実施し、供与額を算出していく必要がある。 

 

以上
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日 時 2011 年 11 月 16 日（水）11:40～12:30 

場 所 INRAN Kollo 

面会者 ティラベリ州 COGES 担当官 

調査団/同席 丹原、亀井、長谷川/（事務所）Hama 所員/（プロジェクト）影山専門家 

（COGES 担当官の役割） 

・COGES のファシリテーターのような役割を担っている。COGES のモニタリングや、COGES

への技術支援を行っている。また、行政との窓口でもある。 

 

（モニタリング活動） 

・以前は各学校を巡回していたが、学校数が増える速度が速く、なかなか追いつかなかっ

た。現在では、FCC が設置されたことで、各学校を巡回する必要がなくなり、業務がかな

り軽減された。 

・FCC の場で、各 COGES のメンバーに会うことができるので、その場を利用して、各 COGES

の状況を確認したり、学校活動計画の回収をしたりしている。 

 

（C.P．COGES との関係） 

・同じ政策ライン上にあり、C.P．COGES は中央レベルにあり、COGES 担当官は地方レベル

で活動している。 

・年間報告書を提出する義務があるため、各 COGES 担当官がそれぞれの県の活動報告書を

COGES 監督官に提出し、それらを COGES 監督官が取りまとめ、州の年間報告書として、C.P．

COGES に提出している。 

・C.P.COGES の室員と一緒に活動することはない。 

 

（COGES が直面している課題） 

・財政的な貢献の不足 

・コミュニティの啓蒙（非識字者が多いため、COGES の役割について、繰り返し伝えていく

必要がある。） 

・手段が限られていること 

 

（COGES が改善したこと） 

・特に女児の就学率の向上 

・夜間クラス 

・教員のモニタリング 

 

（活動において直面している問題） 

・ バイク（PADEB による支援）の老朽化（修理費が嵩む） 

・ 研修の不足（特に PC） 

・ 活動の重要性を理解していない視学官がいること 

・ 活動を始めてから、7年しかたっておらず、経験が十分に蓄積されていないこと。 

 

（コミューンとの連携） 

・コミューン開発計画の策定においては、教育分野からは視学官事務所の代表が参加して

いる。 

・COGES への支援を得るため、また FCC との連携を図るためには、FCC が委員として加わる

ことが重要だと思う。 

以上
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日 時 2011 年 11 月 16 日（水）15:00～16:00 

場 所 Birnin Kolondia 小学校 

視 察 ビルニンコロンディア小 COGES 住民集会 

調査団/同席 丹原、亀井、長谷川/（事務所）Hama 所員/（プロジェクト）影山専門家 

冒頭、調査団・COGES メンバーがそれぞれ自己紹介をし、その後、通常通りの住民総会が

開催された。 

 

（住民集会の様子） 

・ 老若男女を問わず、多くの村民の参加のもと、住民集会が開催された。主な議題は次の

とおり。 

－前日に行われた FCC での発表事項の報告 

－自分たちの今年度の活動計画の実施状況（藁葺教室の建設が遅れている） 

－質疑応答 

 

（所感） 

・前日の FCC 総会の様子が、住民集会で確実に伝えられていた。 

・初年度からの活動の成果を報告しながら、今年度の貢献への期待を語るなど、住民のモ

チベーションをうまく高めながら、集会が運営されていた。 

 

会議終了後に、調査団より、COGES 設立前と設立後でどのような変化があったかを質問し

た。住民から得られた回答は以下のとおり。 

－文具の配布などが遅延なく行われるようになった。 

－住民の参加が得られるようになった。 

－学校を中退する子どもが減った。 

－集会があり、そこに人が集まること自体が大きな変化である。 

－夜間クラスや補修クラスに参加することで、勉強がよく分かるようになった。など。 

 

最後に、同席した視学官より、住民に向けて、次のようなコメントが述べられた。 

・学校に何か問題があれば、問題を放置しておくのではなく、どのような解決法があるの

かをすぐに議論し、校長と相談すること。校長は指導主事に相談し、指導主事は視学官と

相談する。自分たちは階層的につながっており、お互い協力体制にある。 

住民からは、これまでもそのような体制にあり、協力を得てきたことに対し、感謝の意が

述べられた。 

以上
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日 時 2011 年 11 月 16 日（水）16:20～17:00 

場 所 Birnin Kolondia 小学校 

面会者 ビルニンコロンディア小 COGES メンバー 12 名 

調査団/同席 丹原、亀井、長谷川/（事務所）Hama 所員/（プロジェクト）原専門家、影山

専門家 

（概要） 

・今年度の児童数は１８名、教員は４名（男性２名、女性２名） 

・村内の世帯数は３６３世帯 

〈役員の選定〉 

・COGES の代表は、1 期目は住民による選挙で選出されたが、2 期目は 1 つのポストに１名

ずつしか候補者がいなかったため、選挙を行わず、それぞれの任期を更新した。 

 

（参加へのモチベーション） 

・学校がコミュニティのものであるとの意識 

 

（学校活動計画の策定方法） 

・まず、住民集会で課題をあげてもらい、それらを校長を含むメンバーで議論し、学校活

動計画の形にし、住民集会で承認を得る。 

 

（資金管理） 

・住民からの分担金は会計担当に手渡し、その場で会計簿に記録される。支出に関しても、

何の活動のためにいくら支出するかを記入し、代表のサインを得て、支出される。これ

までの入金・支出はすべて会計簿に記録している。 

 

（現在かかえている問題） 

・食糧の不足と木材の不足。 

 

（COGES への貢献） 

・今年度は 7 万 1,025Fcfa を必要とするが、動員可能な額である。収穫後すぐに、あらか

じめ収穫物を収める方式をとることで、不作や貧困などの状況にかかわらず、貢献が得

られる。 

 

（今後の要望） 

・保健分野での支援も期待する。 
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日 時 2011 年 11 月 17 日（木）16:50～18:15 

場 所 ニアメ市内のホテル 

見 学 財政支援にかかるワークショップ 

調査団/同席 長谷川/（プロジェクト）イドリッサ氏 

・11 月 15 日～17 日までの 3 日間、教育セクターの財政支援がこれまで機能しなかった要

因を検討し、今後の体制を検討するためのワークショップが主要ドナー及びニジェール教

育省関係者との間で実施されていた。最終日の取りまとめの様子を見学した。見学時点で

の参加ドナーは、ベルギー、フランス、UNICEF など。なお、同ワークショップはベルギー

の支援で開催されており、ベルギー本部の担当者も参加していた。 

 

・取りまとめの内容は以下のとおり。 

 - これまでの財政支援の経験を、①計画、②実施、③モニタリング・評価・監査、④能

力強化、⑤コモンバスケットの現在の資金状況の５つの観点から、「強み」「弱み」

を分析した結果の報告。 

 - 新しい方法の検討：パートナーと政府との十分な協議、地方分散化機関の取り込み、

BCEAO に特別口座を設けること、など。 

 

・次官から閉会の辞が述べられた。これまでの失敗のため、パートナーとの信頼関係が崩

れてきている。ニジェール側の実施能力が十分でなかった。今後は省の能力強化に努め

ていく必要がある。また、保健分野でのコモンバスケットの成功要因に学びつつ、新た

な体制を検討していく必要がある。 

 

（所感） 

・３日間継続して参加したドナーは多くなく、世銀、ルクセンブルグなども一部のセッシ

ョンに参加した様子。 

・「PTF はこれ以上財政支援型の支援は行わない」と明確に PPT 上に書かれていたが、その

ことに対する教育省側の危機感は感じられなかった。 

・今後、これまでのコモンファンドに代わる仕組みを考えていくとは言っているものの、

いつまでに何をするのかといった具体的な活動計画は示されなかった。 
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日 時 2011 年 11 月 18 日（金）9:10～10:00 

場 所 AFD 

面会者 Ms. Anna Lipchitz, charge de mission 

Mr. Quentin Lebegue, Chef de projects , Division Education AFD 本部 

調査団/同席 丹原、亀井、長谷川/（プロジェクト）原専門家 

（AFD の対ニジェール支援について） 

・ 重点セクターは教育、保健、水・衛生。公共財政支援、PPP などにも支援。 

・ 保健ではユニセフ、世銀、スペインとの協調でコモンファンドを支援。TA による支援に

より実施、実態としては「プロジェクト」としての運営であったが、立ち上げに時間を

要したものの、現在の進捗状況は良好。 

・ PPP ではアレヴァ社との連携で、スキル開発、人材育成を行うことを計画しているが、PPP

そのものへのニジェール側の理解が十分ではなく、まだまだ長い時間が必要。民間セク

ター支援では、マイクロファイナンスによる企業家支援のファンド組織設立も考えてい

るが、こちらも時間を要す。PPP については対ニジェール初のローンを考えているが対外

債務の兼ね合いで IMF などの了解が必要。 

 

（AFD の教育支援と今後の方針） 

・ これまでコモンファンドを通じて PDDE への財政支援を行ってきたが、その資金のほとん

どがディスバースされなかった。現在の残額について、CF を通じてではなく、直接教育

資機材を調達して供与することで、2012 年末までに執行することを検討中。 

・ 次期セクタープログラムに対しても支援する準備があり、現在準備ミッション実施中。

ファイナンスの方法とメカニズムについては、比較的うまくいった保健セクターの経験

を踏まえたものになるだろう。教育省内にチームを設置し、コンサルタント等を配置す

る必要がある。PDDE ではニジェール政府がこれを受け入れなかったが、今の国民教育省

は支援が必要だと感じている。 

・ 資金管理については、ニジェール政府が申請し、認められれば FTI 資金を世銀が管理し

ていくことになるため、これとあわせた形で行っていくことになろう。 

・ 他ドナーの動向については、DfID、ベルギーは撤退、ユニセフは今までどおりの支援、

EU は一般財政支援を継続するだろう。 

・ いずれにしても教育省の能力強化が必須。これまで政権が不安定で、関係者のしばしば

の異動も障害になってきた。 

・ 次期セクタープログラムについては、コンセプトとオペレーションの間に大きな乖離が

ある。今後具体的な計画作成をしていく必要があり、AFD も一部コンサルタントを傭上し、

教育省を支援する準備がある。 

以上
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日 時 2011 年 11 月 18 日（金）10:20～11:20 

場 所 EU 

面会者 Nadia Cannata （社会セクター担当） 

調査団/同席 丹原、亀井、長谷川  

（教育セクターでの支援） 

・ 2009 年まではプロジェクト型の支援も実施していたが、今は一般財政支援のみ実施。 

・ EU の対ニジェール支援は、「貧困削減支援」という枠組みのなかで実施されており、これ

はニジェールの開発政策に沿って策定されている。 

・ 基準となる Indicator があり、教育セクターの Indicator としては、「女子の就学率」「農

村部の就学率」などが含まれる。 

・ 国家財政に対する一般財政支援であるため、供与資金のうち何％が教育セクターにわた

ったかなどはフォローしていない。他方、教育予算の配分率や執行率などが、Indicator

に含まれる。 

・ 財政支援の他には、NGO に対する支援がある。ニジェールでは Handicap International

に対する支援を実施した。 

 

（次期 PDDE に対する評価） 

・これまでの PDDE は初等教育のみを対象としていたが、次期 PDDE には教育セクターのす

べてのサブセクターが含まれており、その点は評価できる。 

 

<教育セクターのコモンファンドについて> 

・保健セクターでのコモンファンドと同様の形が教育セクターでも可能かを検討していく

必要がある。 

・教育省のスタッフの能力が十分でないため、相当規模の技術支援を伴う形で導入する必

要がある。旧教育省時代とはメンバーが代わっており、現在の教育省の幹部は技術支援

を必要と認め、それを望んでいるので、新しい形を検討するには適時であろう。 

 

以上
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日 時 2011 年 11 月 18 日（金）18:00～19:00 

場 所 世界銀行 

面会者 Adama Ouedraogo 氏  

調査団/同席 丹原、亀井、長谷川/（プロジェクト）原専門家、影山専門家 

（次期セクタープログラムへの支援について） 

・ 世銀としては①FTI 基金を通じた基礎教育支援、②スキルディベロップメントを対象とし

たプロジェクト支援により次期セクタープログラムを支援する予定。次期セクタープロ

グラムを基礎教育のみならず、高等、職業訓練までを含む包括的なものとすることは、

世銀にとっても必要なことであった。この点、コンセプト段階では十分なものとなって

いる。 

 

（①基礎教育支援 FTI） 

・ ①については、就学前教育、初等教育、前期中等教育、識字を含む。手続きとしては、

12 月までにある程度の質がある申請書のドラフトを準備する必要があり、このプロセス

を世銀としてもコンサルタントを傭上し、申請書の最終化を支援予定。AFD も一部支援す

る。申請にあたっては、クリアなビジョンに加え、政府側の予算措置についても明らか

にする必要があり、また、セクター改革についても取り組む必要がある。政府は楽観的

に 2月までの承認をめざすと言っているが、現実的には早くて 5～6月であろう。 

・ 基礎教育では特に質、そして school autonomy が重要であると考えている。前者では特

に教員の質が重要。後者については、例えば政府が機能不全であった 20 年の間でも、学

校はコミュニティの手によって残ったコンゴ民の例からも明らかなように、コミュニテ

ィの力で学校を十分に運営していくことができることから、ニジェールでも重視して取

り組んでいきたいと考えている。これらエリアは JICA も経験・知見があり、双方の関心

エリアだと認識している。 

・ （調査団より）政府が教育セクターに多額の予算を措置する一方、学校レベルで教育開

発のために活用できる予算はほとんどないのが現状。政府は学校レベルにサービスをデ

リバリーできるように機能していない。これまでの協力により全国の学校に 13 万を数え

る COGES が設立された今、COGES はコミュニティがもてるリソースで教育開発に取り組ん

できたが、ごくわずかな資金が COGES を通じて適正に透明性をもって活用されれば、大

きなインパクトをもたらす可能性があると考える。このため、次期プロジェクトでは資

金を COGES に提供するパイロットを実施し、COGES がこれを適正に活用できるようにある

ための研修モジュール開発などを予定している。FTI の申請書のなかにこれに関連した活

動が取り込まれれば、JICA としてはプロジェクトを通じた技術支援をする形で連携でき

ると考える。 

・ そのような連携は非常に有効であり、歓迎。FTI 申請書のプロセスに関与してもらえれば、

以前の ETP と PAEDB の経験同様、それぞれの役割を明確にして盛り込むことができる。

今後も状況を適宜シェアする。 

・ （資金支援の方式いかんの問いに対し）完全なるプロジェクト支援ではなく、保健セク

ターの経験も踏まえて、コモンファンドの設置を通じた資金支援になろう。 

 

（②スキルディベロップメント） 

・ 案件名は Education enhancement skill development project（仮）。対象は後期中等教

育、高等教育、TVET。11 月末までにコンセプトノートを作成し、2012 年 7 月までに亜プ

レイザル、世銀予算年度の第１四半期に理事会にかけることを想定。 

 

（世銀のニジェール事務所の体制について） 

・ （現地担当者を配置する予定について確認したところ）ローカルコンサルタントを配置
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すべく人材を探している。なかなか適切な人材が見つかっていないが、今回のニジェー

ル滞在中にめどをつけるつもりである。 

 

（補助金パイロットについて） 

・ パイロットを通じて、COGES を通じたリソース管理ができることは一程度証明されたと考

え、その結果は十分だった。ローカルコンサルタントによる評価については、ローカル

コンサルタントが見つかっておらず、教育省側は自ら評価をしようとしているが、これ

も不適切であるため、資金を回収する予定。 

・ パイロット時の資金の流し方については、public expenditure channel を利用。すなわ

ち、財務省→県庁→DREN→ COGES によっては銀行口座、ないしはインフォーマルな方式

で配布。 

 

（SABER について） 

・ 特にニジェールで実施することに強い反対があるわけではないが、SABER を実施するには

政府の巻き込み、オーナーシップが重要であるところ、現在のニジェールの教育省から

はそれが期待できない。ニジェールの教育省は教育大臣以下、総局長、局長も全員新任

であり、だれがキーパーソンか見極めようと滞在中対話を続けているが、まったくキー

パーソンとして考えることのできる人材が自分自身にとって、明らかになっていない。

他の国でやる方が適切であろう。 

以上
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日 時 2011 年 11 月 21 日（月）9:30～10:05 

場 所 国民教育省 

面会者 Abdoulaye Souley (教育・プログラム局長（DEP）) 

調査団/同席 丹原、小塚、長谷川/（プロジェクト）原専門家 

（１）冒頭、調査団より、今回の調査の目的とこれまでの調査結果の報告を行った。調査

団より伝えた主な内容は以下のとおり。 

・これまでのフェーズ I,II での支援は多くの成果をあげてきているが、いくつかの課題も

残る。なかでも、中央レベルでの体制の弱さが指摘される。 

・こうした課題に対して、今回の調査ではいくつかの提言を提示しており、ミニッツ案を

もとに、先週金曜日（18 日）に、次官をはじめとする教育省関係者とともに協議を行っ

た。 

・次官も中央レベルの弱さを認めており、協議では、COGES を担当する中央レベルでの部署

を将来的には Direction（局）にすること、移行までの期間においては、Coordination

を置くことが確認された。 

 

（２）次期案件の実施までに、ニジェール側がとるべき措置として、上記内容を確認した

うえで、調査団より局長に協力を求めた。局長からの主なコメントは以下のとおり。 

・次期案件が円滑に開始されるよう、それまでにとるべき措置については、全面的に協力

をしていく。 

・Direction/Coordination の中の 3つの Division/Service（能力強化・モニタリング・教

育改善のための革新的活動）の構成についても問題ない。適任者をアサインしたい。 

・Direction/Coordination となり、その活動が明確になれば、そこには当然予算が割り当

てられる。 

 

（３）その他の先方からの主な言及は以下のとおり。 

・（次期セクタープログラムのなかで、COGES の役割が明確に記載されていないことに対し）

セクタープログラムは現時点では議論中であり、今後、改訂されていく。上からの考え

を押し付けるのではなく、関係者の中で、十分な議論を重ねていくのが良い。 

・（インパクト調査の実施に対し）データの提供など、できる限りの協力をする。 

・（教育省が所有する統計データに COGES 関連の情報が含まれていないことに対し）改善に

対するコメントやアドバイスを頂ければと思う。現在の統計データは JOCV の協力のもと

整備されたものであり、日本からの技術支援があることは望ましい。 

・（中学校建設に関して）今後のプロセスについての確認がされた。 

 

以上
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日 時 2011 年 11 月 21 日（月）14:45～16:00 

場 所 国民教育省 

面会者 Adama AMADOU（計画局評価モニタリング課長）、Issa Laocurli（計画局調査

課長）、Amadou Tedjan（計画局統計課長） 

調査団/同席 丹原、小塚、長谷川/（事務所）Hama 所員/（プロジェクト）影山専門家 

（１）冒頭、調査団より今次調査目的を説明し、その後、次フェーズでとり入れるインパ

クト評価の目的について言及した。その後、インパクト評価の手法として用いる

Randomized Control Trial (RCT)についてパワーポイントを使って説明した。 

 

（２）先方からはおおむね理解が得られた。先方からの主なコメント・質問は以下のとお

り。 

・これまでニジェールでは多くのプロジェクトが実施されてきており、それぞれが自らの

成果だと言っているが、実際にどのプロジェクトがどの程度、貢献しているのかを測る

のは難しい。ゆえに、このようなインパクト評価が実施されることは興味深い。 

・サンプル数については、これで決定なのか。 

・世銀が実施した補助金に対するインパクト評価は、１年目は補助金が投入されたが、2年

目は財政難のため、補助金が投入されなかった。ゆえに、インパクト評価そのものが途

中で放棄される結果となった。本インパクト調査での補助金の財源は決まっているのか。

・プロジェクトは「質の改善」にも貢献しているのか？ 

・近隣校で補助金を得た学校とそうでない学校があった場合、補助金を得なかった学校の

方が、修了率や合格率が高い場合がある。その原因が何かを探ることができれば興味深

い。 

・ニジェールでは、校長や先生の異動が多い。このことも成果に影響を与えている。 

・次期プロジェクトのなかで、RCT など、統計手法についての研修も実施されるのか。 

 

（３）最後に、次期フェーズにおいて、協力関係を強めていく旨、確認した。 

 

以上
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日 時 2011 年 11 月 23 日（水）11:00～12:15 

場 所 Arrondissement Communal Niamey III 

面会者 AMADOU TINI ALZOUMA(市長)、Halirou Aboubacar（第 1補佐）、Ndiaye m.Raul

（第 2補佐）、Saby Baslio（事務総長） 

調査団/同席 長谷川/（事務所）Hama 所員 

（概要） 

・市長、第 1補佐、第 2補佐は選挙によって選出。2011 年 7 月 14 日から現在のポストにつ

いている。 

・Arrondissement Communal Niamey III は分権化された自治体で、財源・意思決定などに

おいて自治権を有する。 

・人口は約 36 万 4,000 人。17 の地区からなる。 

・コミューンの財源には、独自の税収入と国からの交付金がある。 

 

<コミューン開発計画について> 

・コミューン開発計画は毎年更新される。 

・参加型で策定されるが、実際に参加するのは Association や NGO の代表、17 の地区の代

表など。年に最低 3 回は会合を開き、①計画、②中間段階での評価、③年度末の成果の

確認と次年度に向けての取り組みの検討を行う。計画に基づいて、予算が決定される。 

・コミューン内のすべての活動は、開発計画に沿って実施される。 

・コミューン開発計画を承認するのは市議会で、国に対しては報告書を提出するのみ。 

・市長は開発計画の実施に責任があるが、計画を策定しているのは、あくまでも住民の代

表である。ゆえに住民の声が反映されている。 

・今年度の優先課題は「栄養」。穀類の無償配布を予定している。栄養が喫緊の課題である

が、それ以外の分野も優先度が高く、衛生、排水、道路、教育など、さまざまな問題が

ある。 

・学校に関しては、1,300 教室が藁葺の教室であることが課題である。また、机・椅子も不

足しており、1つの机に、2人が普通だが、4、5人座っている教室もある。 

 

（FCC との連携） 

・FCC の会議に市長が出席する、FCC の会議の場所を提供する、会議開催のための寄付金の

供与など、これまでも良い連携をはかってきた。 

・コミューン開発計画の参加は、皆に扉が開かれており、FCC の参加も可能である。 

・教育分野については、COGES や FCC があるおかげで、末端までの情報を把握しやすい。FCC

の行動計画とコミューン開発計画のシナジーは望まれるところである。ただし、COGES や

FCC のような組織が教育分野にしかないことが課題である。すべての分野でそのような組

織があれば、より末端の声を救い上げた形で開発計画を策定することができるであろう。

重要なことは、より少ない資源で、取り組みを最大化することである。 

 

（分権化のプラス面・マイナス面） 

・地域が抱える課題を把握し、身近なところで、自らの問題として取り組める（+） 

・財源の不足（-） 

 

最後に、Guichet Unique（ワンストップ窓口）を視察した。（建物はフランスの支援で建設）

Guichet Unique は朝 8 時より夕方 16 時半まで開いており、ここで、市に関する情報を得

ることができる。また NGO や女性グループの登録を行ったり、支援の相談を受けたりもし

ている。NGO などのパートナーが支援を行う際の窓口にもなる。Guichet Unique の前には、

意見箱が設置されており、誰もが意見を書いて投函することができる。      以上 
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日 時 2011 年 11 月 23 日（水）12:45～13:40 

場 所 内務・安全・地方分権化・宗教省 

面会者 Asassane SEYBOUN（土地行政・地方自治体総局長） 

調査団/同席 長谷川/（事務所）Hama 所員/（プロジェクト）影山専門家 

（地方分権の概況） 

・地方分散が国の出先機関であるのに対し、地方分権は自治権を地方自治体に移譲してお

り、独立採算である。また、選挙で選出された代表による機関である。 

・ニジェールには 277 の地方自治体（Collectivité territorial）がある。内訳は、市の

特別コミューン（commune ville à statut particulier en ville）４、都市・農村部コ

ミューン（commune urbaine/rural）251、コミューン区（arrondissement communal）15。

加えて、7州も自治権を有している。ゆえに、地方分権は 2段階で、州レベルとコミュー

ンレベル。（地方分散も 2段階であるが、こちらは州レベルと県レベル。）現時点までに、

すべての地方自治体に選挙で選出された機関が設置済みである。 

・住民によって、まず議員が選出され、議員によって無記名投票で市長が選出される。議

員数は住民数に応じて決まっており、11～25 名である。票数が同数で、第 1 回目の選出

で市長が決まらなかった場合は、第２回目の投票を行う。2回目も同数であった場合、年

上の候補者が、市長として選出される。 

・コミューンの区域は伝統的な郡（Canton）の範囲と大体合致しているが、１つの郡がい

くつかのコミューンに分かれていることもある。 

・学歴の条件があり、市長は BECP（前期中等教育終了）以上、議長は BAC 以上とされてい

る。これは非識字者が市長になるなどの問題を避けるためである。 

 

（地方自治体の財政） 

・地方自治体に直接入る税収と国からの交付金がある。交付金の額は地方自治体の規模に

よって決まる。国からの交付金の財源は財務省の予算に積み上げられている調整資金

（Fond de péréquation）による。ここには地方分権化を支援する開発パートナーによる

供与資金も積み上げられている。 

・地方自治体の能力強化研修などの資金は、内務・安全・地方分権化・宗教省の予算に含

まれる。 

 

（地方自治体が抱える問題） 

・財政源の乏しさ 

・非識字率の高さ 

・開発パートナー（ドイツ、世銀、UNDP、FIDA、NGO など）による貢献によって、地方分権

を進めるにあたっての、財源や人材の乏しさが補われているのが現状である。 

 

（地方分権化の進捗状況のモニタリング） 

・コミューン開発計画は内務・安全・地方分権化・宗教省に提出されるが、情報共有のた

めに過ぎず、中央が関与することはない。 

・クーデター以前は、地方自治高等評議会（Haut Conseil de Collectivité Territoriales：

HCCT）が設置されており、地方分権化の進捗状況の把握・モニタリングを行っていたが、

現在はこの機関は存在しない。現在は、内務大臣を委員長とする大統領府付の地方分権

化調整委員会（Comité de coordination de décentralisation）で、地方分権化の進捗

状況を把握している。この委員会にはニジェール政府側関係者に加え、PTF も含まれる。

 以上
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日 時 2011 年 11 月 24 日（木）15:00～16:00 

場 所 スイス協力事務所 

面会者 Djibo Alfari（プログラム（教育分野）担当） 

調査団/同席 長谷川/（プロジェクト）原専門家 

（スイスの教育分野での協力） 

・PDDE に沿って、計画し、実施している。 

・①女子の就学、②教育の質（バイリンガル教育）、③識字教育の 3つの軸がある。 

・①については、Tera, Gaya, Guidan-Roumdji の 3 つの地域で実施している。スイス協力

事務所はそれぞれの地域で活動する NGO と契約しており、実際の運営・管理は NGO が行

っている。現在のプログラムは 2012 年までの期間を対象としているが、一定の成果が確

保できれば、スイス側としては、継続的に実施していく予定である。 

・②については、Dosso と Maradi で実施している。バイリンガル教育の教師への研修とモ

デル作りを行っている。バイリンガル教育は関連法で定められているにもかかわらず、

実施段階には至っていない。教科書も策定されているが、使われていない。Dosso と Maradi

での協力で、良い成果が得られれば、1つのモデルとして一般化されることを望む。ただ

し、どのように政策に反映させ、実施に移すかがこの国の教育省の課題でもある。 

・今後もプロジェクトベースでの支援を続けて行く。次期 PDDE に沿った形で既存案件の継

続、新規案件の形成を行う。 

 

（ニジェールでの教育協力の課題） 

・政府の側に、具体的なアクションプランがない。パートナーの側は支援を行う準備がる

が、政府の側のイニシアティブに欠ける。数年前までは、カナダが積極的に調整してい

たが、政府との関係が悪化し、現在は様子を見ている状況である。 

 

（次期 PDDE に対する評価） 

・ 現行のPDDEでは初等教育とそれ以外の過程を分けて扱っていたが、これは失敗であった。

「教育」は初等教育だけで終わるのではなく、その後も継続する。次期 PDDE は高等教育

や職業訓練までを含み、教育のすべてのサイクルを包括的に扱っており、その点は評価

できる。 

 

（COGES について） 

・COGES の機能についての評価が必要なのではないか。COGES と APE の役割分担は明確にな

っているのか。COGES は法で定められているが、APE は法で定められたものではない。他

方、APE の側で、COGES の役割が明確に理解されていないのではないか。COGES と APE の

間でのいざこざを耳にすることがある。 

・中等レベルでも COGES を設置することになっているが、状況が異なるので COGES が機能

するのかどうか個人的には疑問を抱いている。 

 

以上
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日 時 2011 年 11 月 25 日（金）午前 

場 所 コロ県内 

視 察 小学校２校 

調査団/同席 長谷川/（事務所）Hama 所員/（プロジェクト）原専門家、影山専門家、イボ

氏 

地方の小学校２校を視察した。 

〈ウンドゥーガ・サーレイ小学校〉 

・コンクリート製の校舎１棟と藁葺の教室３つ。（藁葺の教室は COGES の活動） 

・教員は全員、月曜日から金曜日まで村

内に居住。週末は自宅に戻る。 

・１年生の教室は藁葺の教室。教師歴 8

年の先生が担任。ニジェールでは、１、

2年生の退学・留年率が高いが、経験が

豊富な先生が教えることで、1、2 年生

の退学や留年を抑えることができる

旨、ＦＣＣで議論されたことがあり、

それを受けて COGES が校長に要請した

ことで、1年生には、教師歴の長い教員

が配置された。（学校内での教員の配置

は校長の裁量で決められる。） 

・1 年生の授業は主に口頭で行われてお

り、教科書は使用していなかった。机はなく、ベンチに座って授業を受けていた。 

・高学年の授業でも、生徒の理解状況に応じて、現地語も使いつつ、授業を行っていた。 

 

〈モレ小学校〉 

・7クラス（ＣＭ２の生徒数が多いので、2クラスに分けている）で、教員数は 8名（校長

を含む）コンクリート製の校舎 4棟と瓦

葺 3教室。全校生徒数は 182 名（男子 77

名、女子 105 名）。 

・ 6 名が契約教員（契約は 2 年ごとに更

新）。10 年以上契約教員のままの教員も

いた。 

・毎朝 45 分以上歩いて、学校に通ってい

る教員が複数。 

・授業時間はニジェール共通で、午前は 8

時～12 時（10 時～10 時半は休憩）、午後

は 15 時から 17 時半。生徒は一旦自宅に

戻って、昼食をとる。 

・机の数はおおむね足りている様子。ノートは 1 人 1 冊ずつ持っていたが、教科書は 2 人

で 1冊を使用。 

・教授法は、先生が一方的に話すのではなく、生徒の答えを待ちながら進められていたが、

非常に厳しい指導であった。                        以上 
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日 時 2011 年 11 月 25 日（金）15:00～17:00 

場 所 ニアメ市内 

視 察 小学校 2校 

調査団/同席 長谷川  

ニアメの COGES 監督官 Abdou Hamidou 氏の案内で、ニアメ市内の小学校 2校を視察した。

訪問した 2校はいずれも生徒数の増加により、2校に分割されており、それぞれ１つの校舎

内に 2 つの学校が併設していた。契約教員によるストライキが水曜日(23 日)より続いてお

り、授業が行われているクラスはわずかであった。 

 

（ルート・フィリンゲ小学校 I、II（ニアメコミューン 4）） 

・コンクリート製の校舎に加え、藁葺の

教室も多数。藁葺の教室は、市による

ものと、COGES によるものがある。市

によるものは、地元業者が入札して、

建設を請負い、FCC が「質」を監理す

る。 

・金曜日は一週間の復習をする日で、訪

問時は練習問題の答えあわせをしてい

た。ストライキのため、校長自らが教

えていた。使用言語はフランス語のみ。 

・地方の学校と比較すると、教室は混み

合っており、１つの机・イスに 4 名が

座っている席もあった。 

 

（ブコキ小学校 II、IV（ニアメコミューン 3）） 

・児童数は、ブコキ小学校 II は 571 名、ブコキ小学校 IV は 561 名。教員数は、前者が 12、

後者が 13 名であるが、それぞれ児童数が 100 名以上のクラスがあり、教員の補充を要請

中。校長は両校ともに女性。 

・すべてコンクリート製の校舎。日本が無償で 1998 年に建設した校舎もあった。この校舎

はコンピュータ室に作りかえる予定で、架線済み。扇風機も設置。 

 

（COGES 担当官からの説明） 

・ニジェールでは、生徒が 50 名集まれば、新設校の申請が可能。 

・私立の小学校では、給食がでる学校もあり、COGES の活動で、学校菜園を作り、収穫され

る野菜を使って、給食を提供している学校もある。 

・ニアメ市内では子どもの増加により、生徒数が 100 名以上になっているクラスもある。

そうした場合、クラスを 2 つに分けるが、教員の数が不足している。ニアメ市は新たに

194 名を採用予定。800 名の応募があった。 

・ニアメ市内では制服を着用している小学校が多い。制服にするかどうかは COGES で話し

合って決める。制服の色も各 COGES で決めている。 

・文房具は国から最低限の支給があるが、不足分は親が買い与える。 

・教科書は学校に対しての支給であるが、数は足りない。ニアメ市内では自分の子ども用

に教科書を買い与える親もいる。地方（村）では、教科書が売っていないことに加え、

教科書の必要性を理解している親が少なく、教科書を買い与えることはほとんどない。 

・地方（村）と異なり、補習クラスや夜間クラスを実施するのは困難である。 

・ニアメ市内では、近隣校のうち、どの学校に行かせるかは親が選べる。     以上 
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日 時 2011 年 11 月 28 日（月）15:00～15:40 

場 所 国家統計局（INS） 

面会者 Djibo SAIDOU(総局長)、Habi OUMAROU（アンケート局長）、Sani OUMAROU（統

計・人口社会調査局長） 

調査団/同席 長谷川/（事務所）Hama 所員 

（コミューンレベルでのデータの入手可能性） 

・ 2005 年及び 2007～2008 年に家計調査を実施しているが、これは全数調査ではなく、サン

プル調査である。サンプルは州レベルで抽出しているため、コミューンレベルでのデー

タの入手は不可能。 

・ 現在実施中の社会調査も同様にサンプル調査であるため、コミューンレベルでのデータ

の入手は不可能。サンプル数は調査項目によって異なる。12 月にデータ収集が終了する

予定。 

・ コミューンレベルのデータとしては、UNICEF が 2006 年に実施したものがある。対象は、

Maradi 州及び Zinder 州からそれぞれ４コミューン、Tahoua 州及び Agadez 州からそれぞ

れ 2コミューンの計 12 コミューン。1コミューンのデータは使えなかったため、11 コミ

ューンの調査結果として、UNICEF から報告書が出ていると思われる。 

・ 調査票、調査結果等は、すべて http://www.ins.ne/nada/から入手可能。 

・ コミューンレベルの情報として、INS が整備済みの資料は、Repertoire National des 

Communes(RENACOM)のみで、これに含まれるデータはそれぞれのコミューンの管轄内にあ

る村ごとの人口（男女別）のみ。今後はこれをベースに Geo-reference を整備する予定。

Geo-reference では主にインフラ情報を取り込む予定。 

 

（調査者） 

・ 基本的には、INS の職員が調査を実施する。現場レベルでの調査は、INS の契約職員が実

施するが、調査前には研修を行っている。 

・ 調査の設計の段階で、コンサルタントを雇うこともある。ほとんどの調査はドナー支援

のもとで実施しているため、コンサルタントの選定は各ドナーが行っている。各ドナー

はローカルコンサルタントのリストを作っていると思われる。INS ではローカルコンサル

タントのリストは作っていないが、どの分野にどういうコンサルタントがいるかはおお

むね把握している。 

以上
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日 時 2011 年 11 月 29 日（火）9:30～10:30 

場 所 内務・安全・地方分権化・宗教省 分権化・分散化総局 

面会者 Boubacar Almadjir （局付秘書） 

調査団/同席 長谷川/（事務所）Hama 所員 

（分権化・分散化局の構成） 

・ 分権化・分散化局は今次政権において新しく設置された局で、分権化・分散化の動向を

フォローしている。 

・ Direction de la Formation et de l’Accompagnement Technique (研修・技術支援局)、

Direction des Etudes et la Reformes de l’Administration Territoriale（調査・地

方行政改革局）、Direction du Suivi-Evaluation（評価・モニタリング局）の３つの局

からなる。 

・ 地方分権化分野では、多くのドナーが介入しており、それぞれが独自のモジュールで地

方人材育成の研修を実施しているのが現状である。研修・技術支援課では、それらを 1

つのモジュールにまとめ、ニジェール全体での研修実施計画を策定することで、統一的

な研修を実施することをめざしており、現在調整中である。 

 

（コミューンの職員） 

・ 事務職員などは、地方自治体が独自の財源で、直接雇用する。 

・ 事務局長（SG）については、コミューンからの要請に応じて、国家公務員が派遣される。

その場合、SG の給与は国から支給されるが、その他の手当てについては、各コミューン

が負担する。 

・ 財源が十分にあるコミューンは独自に SG を採用することもできる。新聞に募集広告が載

ることもある。採用には学歴などの一定の基準が設けられており、書類選考を通過した

候補者が、試験を受ける。コミューンが直接採用する場合は、SG の手当ては給与分も含

め、全額コミューンが負担する。ゆえに、財源が乏しいコミューンは国からの派遣を要

請する傾向にある。 

 

（調整資金〔Fond de péréquation〕） 

・ Fond de péréquation から、各コミューンへの交付金の分配は、ANFICT（Agence National 

de Finance de Collectivité Territoriale）を通じて、各コミューンの口座に振り込ま

れる。 

・ ANFICT には、貸付の部門もあり、各コミューンが資金を借り入れることもできる。 

・ ANFICT 設置以前は、CPCT（Caisse de Prêt aux Collectivité Territorial）がコミュー

ンへの貸付を行っていたが、返済不能なコミューンが多く、CPCT を廃止し、ANFICT を設

置した。ANFICT も、現時点では完全には機能しておらず、機能化を図っているところで

ある。 

以上
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1. 開発計画関連 

(1) 旧 PRSP 関連 
・ Poverty Reduction Strategy: Full Poverty Reduction Strategy, prepared by the 

Government of Niger, January 2002 
・ Poverty Reduction Strategy Paper Joint Staff Assessment, January 2002 
(2) 新 PRSP 関連 
・ Accelerated Development and Poverty Reduction Strategy 2008-2012, August 2007 
・ Stratégie de Développement Accéléré et de Réduction de la Pauvreté 2008-2012, 

août 2007 （上記仏語版） 
・ Note consultative conjointe sur la seconde stratégie de réduction de la pauvreté, 

mars 2008 （ジョイントレポート、2008 年 3 月） 
2．教育セクター関連 

(1) 教育年鑑 
・ Statistiques de l’éducation de base (基礎教育統計)2005-2006 
・ Statistiques de l’éducation de base (基礎教育統計)2006-2007 
・ Statistiques de l’éducation de base (基礎教育統計)2007-2008 
・ Statistiques de l’éducation de base (基礎教育統計)2008-2009 
・ Statistiques de l’éducation de base (基礎教育統計)2009-2010 
・ Recensement Scolaire (教育調査)2004-2005 
・ Recensement Scolaire (教育調査)2005-2006 
・ Recensement Scolaire (教育調査)2006-2007 
・ Recensement Scolaire (教育調査)2007-2008 
・ Recensement Scolaire (教育調査)2008-2009 
(2) PDDE 関連 
【PDDE 本文】 
・ Programme Décennal de Développement de l’Education (PDDE 2003-2013), 

Composante : Qualité (PDDE、コンポーネント：質) 
・ Programme Décennal de Développement de l’Education (PDDE 2003-2013), 

Composante : Accès (PDDE、コンポーネント：アクセス) 
・ Programme Décennal de Développement de l’Education de Base, Composante : 

Développement Institutionnelle (PDDE、コンポーネント：制度開発) 
・ Programme Décennal de Développement de l’Education (PDDE 2003-2013), 

Document 2 : Plan d’actions (PDDE、活動計画) 
【レビュー】 
・ Rapport d’Exécution de la Première Phase du Programme Décennal de 

Développement de l’Education (PDDE, 2003-2007), juin 2007 (PDDE 第 1 フェーズ実

施報告書、2007 年 6 月) 
・ Présentation du Programme Décennal de Développement du l’Education (PDDE), 

Mars 2010 (PDDE 紹介、2010 年 3 月パワーポイント発表資料) 
・ Rapport d’Exécution du Programme d’Activités 2010, Revue conjointe 

MEN/A/PLN-PTF2011, juillet 2011（2010 年実施報告、2011 年 7 月パワーポイント発

表資料）） 
・ Revue Conjointe PDDE 2011 ; Bilan de l’An 1 de la Troisième Phase（PDDE2011 年

合同レビュー、パワーポイント発表資料） 
・ Aide-Mémoire de la Revue Conjointe, septembre 2011（合同レビュー、2011 年 9 月）

１－５ 収集資料リスト 
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【第 3 フェーズ計画】 
・ Programme Décennal de Développement de l’Education (PDDE) : Programme 

d’Activités An 1 de la 3ème phase (janvier 2011-décembre 2011), décembre 2010
（PDDE 第 3 フェーズ初年度活動プログラム（2011 年 1 月-12 月）、2010 年 12 月） 

・ Programme Décennal de Développement de l’Education (PDDE) : Programme 
d’Activités An 2 de la 3ème phase (janvier 2012-décembre 2012), aout 2011（PDDE 第

3 フェーズ 2 年次活動プログラム（2011 年 1 月-12 月）、2011 年 8 月）  
【テーマ別グループ資料】 
・ PDDE 2011 Volet Accès （アクセス） 
・ PDDE 2011 Volet Qualité （質） 
・ PDDE 2011 Volet Développement Institutionnelle（制度開発） 
(3) 次期セクタープログラム関連 
・ Note technique sur les arbitrages susceptibles d’être considérés pour la définition de 

la politique éducative sectorielle à moyen terme du Niger, mars 2011（中期的教育セ

クター政策に関する考察、2011 年 3 月） 
・ Document de Stratégie Sectorielle de l’Education au Niger 2010-2020, Version 

provisoire, mai 2011 （教育セクター戦略文書（2010‐2020 年）暫定版、2011 年 5 月）

・ Déclinaison de la Déclaration de Politique Générale de S.E.M le Premier Ministre 
en Plan d’actions sur la période 2012-2016, juillet 2011 (2012-2016 年活動計画、2011
年 7 月) 

・ Projet de Lettre de Politique Educative, aout 2011 (教育戦略構想ペーパー、2011 年 8
月) 

・ Programme Sectoriel de l’Education et de la Formation (2012-2020) : Document de 
Stratégie, août 2011 （教育・訓練セクタープログラム（2012－2020 年）戦略文書、

2011 年 8 月） 
・ Programme Sectoriel de l’Education et de la Formation (2012-2020) : Projet de 

Cadre Logique, octobre 2011 （教育・訓練セクタープログラム（2012－2020 年）ロ

ジカルフレームワーク、2011 年 10 月） 
・ Programme Sectoriel de l’Education et de la Formation (2012-2020) : Projet de 

Cadre Logique, novembre 2011 （教育・訓練セクタープログラム（2012－2020 年）

ロジカルフレームワーク、2011 年 11 月） 
(4) その他 
・ Loi No98-12 du 1er juin 1998, Portant orientation du système éducatif Nigérien（ニ

ジェール教育システムに関する法律、1998 年 6 月公布） 
・ Status Report on Niger Education System : Progress made and expected future 

challenges, October 2010 
・ Rapport d’Etat du Système Educatif Nigérien: Des Progrès Réalisés et des défis a 

relever pour l’Avenir, octobre 2010. （上記仏語版） 
3. ドナー関連 

(1) PTF 会合関連 
・ PTF 会合議事録（2011 年 1 月 13 日、2 月 22 日、3 月 29 日、4 月 29 日、5 月 31 日、

6 月 28 日、7 月 5 日、10 月 11 日、11 月 22 日分） 
・ Interventions des Partenaires de l’Education – novembre 2010（ドナー実績リスト、

2010 年 11 月） 
・ Rapport de Capitalisation du Fonds Commun (FC) du Programme Décennal de 

Développement de l’Education (PDDE) (PDDE 実施のためのコモンファンドに関する
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報告) 
(2) 各ドナー指針 
・ Draft Country Programme Document Niger 2008 (UNICEF) 
・ Convention de Financement entre la Commission Européenne et la République du 

Niger : Programme Pluriannuel d’Appui à la Réduction de la Pauvreté 2009-2011 
(EU) 

・ Stratégie de Coopération de la DDC au Niger 2010-2014（スイス） 
・ L’Activité du Groupe AFD au Niger（フランス） 
(3) その他 
・ School Grants as Catalyst for School-based Management and Accountability?: 

Results from a Randomized Impact Evaluation in NIGER （世銀報告書、未公開） 
4．地方分権化関連 

・ Code General des Collectivités Territoriales, Edition 2011 （地方自治体法）* 
・ Guide d’Installation des Organes Délibérants et Exécutifs des Collectivités 

Territoriales, Edition 2011 （地方公共団体設置ガイド）* 
・ Guide National d’Elaboration du Plan de Développement Communal, version 

révisée 2011（コミューン開発計画策定ガイド）* 
・ Loi No 2001-032 Portant Orientation de la Politique d’Aménagement du Territoire

（土地整備法）* 
・ Recueil des Textes sur la Décentralisation, 2ème Edition-2009（地方分権化関連法令

集）* 
・ Recueil des Textes Fondamentaux : A l’Usage des Collectivités Territoriales, Edition 

2011（地方自治体用法令集）* 
・ République de Niger, Région de Niamey, Commune Urbaine Niamey III, Plan de 

Développement Communal : Rapport Final, janvier 2011（ニアメ・都市コミューンニ

アメ III、コミューン開発計画、2011 年 1 月）* 
5．その他 
・ Annuaire Statistique 2004-2008, Edition 2009（統計集）* 

・ Fiches Techniques des Indicateurs Socio-Economiques du Niger, 2010（社会経済指標

解説集）* 

・ Journal Officiel du 09 février 2011（2011 年 2 月 9 日付官報）* 

・ Niger 2011, African Economic Outlook 2011 

・ Questionnaire des Indicateurs de Base du Bien-être(QUIBB)（幸福度調査質問票）*

*はハードコピー 
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